
専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされる職務の級を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第９号

専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされる職務の級を定める規則の一部を改正する規則

専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされる職務の級を定める規則（昭和31年宮崎県規則第44号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。

宮崎県漁業調整規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第10号

宮崎県漁業調整規則の一部を改正する規則

宮崎県漁業調整規則（昭和39年宮崎県規則第23号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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頁

規 則

○専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされ

る職務の級を定める規則の一部を改正する規則……（人事課）１

○宮崎県漁業調整規則の一部を改正する規則……（水産政策課）１

○港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する

規則の一部を改正する規則……………………………（港湾課）２

告 示

○廃置分合に伴う人口…………………………………（市町村課）11

○障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービ

ス事業者の指定の取消し…………………………（障害福祉課）11

○林業種苗生産事業者の登録………………………（森林整備課）11

○漁業災害補償法に基づく養殖業に係る水域……（水産政策課）11

○漁業災害補償法に基づく特定養殖業に係る水域

の廃止………………………………………………（ 〃 ）13

○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）13

○道路の供用の開始…………………………………（ 〃 ）13

○自動車専用道路の指定……………………………（ 〃 ）13

○都市計画事業の変更の認可………………………（公園下水道課）13

○公の施設の指定管理者の指定……………………（建築住宅課）13

公 告

○土地改良区の解散…………………………………（農村整備課）14

病院局公営企業告示

○指定代理納付者の指定………………………………………………14

正 誤

○平成19年３月30日付け県公報（号外第38号）中…………………14

宮 崎 県 公 報
平成21年３月26日（木曜日） 第 2069号

発 行 定 日 毎週月・木曜日

購読料（送料共）１年 36,000円

害 1害

発 行 宮 崎 県

印 刷 宮崎市旭１丁目６番25号

小 柳 印 刷 株 式 会 社

目 次

規規 則則

改正後改正前

専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされる職務の級を次の

とおり定める。

報酬の額及び職務の級

専門委員等の報酬の額及び相当するとみなされる職務の級を次の

とおり定める。

報酬の額及び職務の級

職務の級報 酬 の 額職 名

［略］

［略］１日につき 6，050円女性相談員

［略］

職務の級報 酬 の 額職 名

［略］

［略］１日につき 6，500円女性相談員

［略］

改正後改正前

（遊漁者等の漁具漁法の制限） （遊漁者等の漁具漁法の制限）
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第11号

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則（昭和38年宮崎県規則第31号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第２号を次のように改める。

第44条 漁業者が漁業を営むためにする場合若しくは漁業従事者が 第44条 漁業者が漁業を営むためにする場合若しくは漁業従事者が

漁業者のために従事してする場合又は試験研究のために水産動植 漁業者のために従事してする場合又は試験研究のために水産動植

物を採捕する場合を除き、次に掲げる漁具又は漁法以外の漁具又 物を採捕する場合を除き、次に掲げる漁具又は漁法以外の漁具又

は漁法により水産動植物を採捕してはならない。 は漁法により水産動植物を採捕してはならない。

（１） ［略］ （１） ［略］

（２） たも網及び又手網 （２） たも網及びさで網

（３）〜（５） ［略］ （３）〜（５） ［略］

第58条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他 第58条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者がその法人又は人の業務又は財産に関して第55条又は前 の従業者がその法人又は人の業務又は財産に関して第56条又は前

条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほかその法人又は人 条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほかその法人又は人

に対し各本条の罰金刑又は科料刑を科する。 に対し各本条の罰金刑又は科料刑を科する。

改正後改正前

（許可申請書） （許可申請書）

第８条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、それぞれ当 第８条 次の各号に掲げる許可を受けようとする者は、それぞれ当

該各号に掲げる許可申請書を知事に提出しなければならない。 該各号に掲げる許可申請書を知事に提出しなければならない。

（１） ［略］ （１） ［略］

（２） 条例第４条第１項第３号及び第４号の規定による行為の許 （２） 条例第４条第１項第３号及び第４号の規定による行為の許

可 危険物荷役（けい船）・不衛生物（有害物）荷役許可申請 可並びに条例第９条第１項前段の規定によるけい留施設の使用

書（別記様式第２号） の許可（前号及び次号に掲げる許可に該当するものを除く。）

入港前手続様式（別記様式第２号）

（２）の２ 条例第９条第１項前段の規定によるけい留施設の使用

の許可（宮崎港マリーナ施設に限る。） けい留施設（浮桟橋

）使用許可申請書（別記様式第２号の２）

（３） 条例第９条第１項前段の規定による使用の許可（前２号及 （３） 条例第９条第１項前段の規定による使用の許可（前３号及

び第４号から第13号までに掲げる許可に該当するものを除く。 び次号から第13号までに掲げる許可に該当するものを除く。）

） 港湾施設使用（工作物設置）許可申請書（別記様式第３号 港湾施設（荷さばき地等）使用許可申請書（別記様式第３号）

）

（４） 条例第９条第１項前段の規定によるけい留施設の使用の許 （４） 条例第９条第１項前段の規定によるひき船の使用の許可

可（第１号に掲げる許可に該当するものを除く。） けい留施 ひき船使用許可申請書兼配船希望願（別記様式第４号）

設使用許可申請書（別記様式第４号）

（５）〜（18） ［略］ （５）〜（18） ［略］
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別記様式第２号の次に次の１様式を加える。
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別記様式第３号から別記様式第５号までを次のように改める。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の規定に基づいて提出されている

申請書その他の書類は、この規則による改正後の港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の相当規定に基づいて提出された申

請書その他の書類とみなす。

宮崎県告示第 222号

平成21年３月30日から日南市、南那珂郡北郷町及び同郡南郷町を

廃し、その区域をもって日南市を設置することに伴う、地方自治法

施行令（昭和22年政令第16号）第 177条第１項第１号の規定による

同市の人口は、次のとおりである。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

日南市 60，914人

宮崎県告示第 223号

障害者自立支援法（平成17年法律第 123号）第50条第１項の規定

により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者の指定を取り消し

た。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

告告 示示

サービスの

種 類

取 消

年月日

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 者

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 所事 業 所

番 号 主たる事務
所の所在地

名 称所 在 地名 称

就労継続支援Ｂ
型

平成21年３月16日串間市大字西方41
63番地３

特定非営利活動法
人マルナカ福祉会

串間市大字西方41
63番地３

マルナカ福祉作業
所

4510700083

宮崎県告示第 224号

林業種苗法（昭和45年法律第89号）第10条第３項の規定により、

次のとおり林業種苗生産事業者の登録をした。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 225号

漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号）第 118条第３項の規定

により、１年貝真珠養殖業及び２年貝真珠養殖業、小割り式１年魚

はまち養殖業、小割り式２年魚はまち養殖業及び小割り式３年魚は

まち養殖業、小割り式１年魚たい養殖業、小割り式２年魚たい養殖

業及び小割り式３年魚たい養殖業、小割り式ふぐ養殖業、小割り式

１年魚かんぱち養殖業、小割り式２年魚かんぱち養殖業及び小割り

式３年魚かんぱち養殖業、小割り式１年魚すずき養殖業及び小割り

式２年魚すずき養殖業、小割り式２年魚ひらまさ養殖業及び小割り

式３年魚ひらまさ養殖業、小割り式まあじ養殖業並びに小割り式１

年魚しまあじ養殖業及び小割り式２年魚しまあじ養殖業に係る水域

を次のように定め、平成21年４月１日から適用する。

ただし、平成21年４月１日前に責任期間が開始する共済契約につ

いては、なお従前の例によるものとする。

なお、漁業災害補償法に基づく養殖業に係る水域（平成16年宮崎

県告示第 270号）は、廃止する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

事業所の名称

及び所在地

生産事業の内容生産事業者の氏名

又は名称及び住所

登録

番号 苗 木種穂

日與川和志

東臼杵郡諸塚村大

字家代7158番地乙

幼苗の育

成

幼苗以外

の苗木の

育成

採取

精選

日與川和志

東臼杵郡諸塚村大

字家代7158番地乙

1271

田中久智

東臼杵郡諸塚村大

字家代2301番地

幼苗の育

成

幼苗以外

の苗木の

育成

採取

精選

田中久智

東臼杵郡諸塚村大

字家代2301番地

1272

区 域加入区の名称

延岡市北浦町市振及び宮野浦地先区第１号

漁業権漁場

北浦第１号加入区

延岡市北浦町市振及び宮野浦地先区第２号

漁業権漁場

北浦第２号加入区

延岡市北浦町宮野浦地先区第３号漁業権漁

場

北浦第３号加入区

延岡市北浦町宮野浦地先区第４号漁業権漁

場

北浦第４号加入区

延岡市北浦町古江地先区第５号漁業権漁場北浦第５号加入区

延岡市北浦町古江阿蘇地先区第６号漁業権

漁場

北浦第６号加入区

延岡市北浦町古江阿蘇地先区第７号漁業権北浦第７号加入区
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漁場

延岡市島浦町地先区第８号漁業権漁場島浦町第８号加入

区

延岡市島浦町地先区第９号漁業権漁場島浦町第９号加入

区

延岡市島浦町地先区第10号漁業権漁場島浦町第10号加入

区

延岡市島浦町地先区第11号漁業権漁場島浦町第11号加入

区

延岡市島浦町地先区第12号漁業権漁場島浦町第12号加入

区

延岡市島浦町地先区第13号漁業権漁場島浦町第13号加入

区

延岡市島浦町地先区第14号漁業権漁場島浦町第14号加入

区

延岡市島浦町地先区第15号漁業権漁場島浦町第15号加入

区

延岡市熊野江町地先区第16号漁業権漁場延岡市第16号加入

区

延岡市須美江町地先区第17−１号漁業権漁

場

延岡市第17−１号

加入区

延岡市浦城町地先区第18号漁業権漁場延岡市第18号加入

区

延岡市浦城町地先区第19号漁業権漁場延岡市第19号加入

区

延岡市浦城町地先区第20号漁業権漁場延岡市第20号加入

区

延岡市浦城町地先区第21号漁業権漁場延岡市第21号加入

区

延岡市浦城町地先区第23号漁業権漁場延岡市第23号加入

区

延岡市浦城町地先区第24−１号漁業権漁場延岡市第24−１号

加入区

延岡市浦城町地先区第25号漁業権漁場延岡市第25号加入

区

延岡市浦城町地先区第26−１号漁業権漁場延岡市第26−１号

加入区

延岡市浦城町地先区第27号漁業権漁場延岡市第27号加入

区

延岡市浦城町地先区第28号漁業権漁場延岡市第28号加入

区

延岡市浦城町地先区第29号漁業権漁場延岡市第29号加入

区

延岡市土々呂町地先区第30号漁業権漁場延岡市第30号加入

区

延岡市鯛名町地先区第31号漁業権漁場延岡市第31号加入

区

延岡市鯛名町地先区第32号漁業権漁場延岡市第32号加入

区

延岡市赤水町地先区第33号漁業権漁場延岡市第33号加入

区

延岡市赤水町地先区第34号漁業権漁場延岡市第34号加入

区

東臼杵郡門川町大字庵川地先区第35号漁業

権漁場

庵川第35号加入区

東臼杵郡門川町大字庵川地先区第36号漁業

権漁場

庵川第36号加入区

東臼杵郡門川町加草地先区第37号漁業権漁

場

庵川第37号加入区

東臼杵郡門川町加草地先区第38号漁業権漁

場

庵川第38号加入区

東臼杵郡門川町大字門川尾末地先区第39号

漁業権漁場

門川第39号加入区

東臼杵郡門川町大字門川尾末地先区第40号

漁業権漁場

門川第40号加入区

日向市大字日知屋字畑浦地先区第41号漁業

権漁場

日向市第41号加入

区

串間市大字南方ビンダレ島地先区第42号漁

業権漁場

串間市第42号加入

区

串間市大字南方ビンダレ島沖合区第43号漁

業権漁場

串間市第43号加入

区
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宮崎県告示第 226号

漁業災害補償法に基づく特定養殖業に係る水域（平成16年宮崎県

告示第 271号）は、廃止する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 227号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成21年３月26日から平成21年４月９日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 228号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成21年３月26日から平成21年４月９日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 229号

道路法（昭和27年法律第 180号）第48条の２第２項の規定により

、次のとおり自動車専用道路を指定する。

なお、関係図面は、平成21年３月26日から平成21年４月９日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 230号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第63条第１項の規定により

、平成14年宮崎県告示第 133号による日南都市計画下水道事業の事

業計画の変更を次のとおり認可した。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 施行者の名称

日南市

２ 都市計画事業の種類及び名称

日南都市計画下水道事業 日南公共下水道

３ 事業施行期間

昭和33年９月13日から平成28年３月31日まで

４ 事業地

収用の部分

変更なし

使用の部分

変更なし

宮崎県告示第 231号

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年宮崎県条例

第25号）第75条第３項の規定により、指定管理者を次のとおり指定

した。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称

県営小戸団地

県営鶴ノ島団地

県営青葉団地

県営東町団地

県営出来島団地

県営大塚Ａ団地

県営大塚Ｂ団地

県営大塚Ｃ団地

県営生目団地

県営花ヶ島団地

県営平和ヶ丘団地

県営大塚台団地

県営大塚台西団地

県営源藤団地

県営神宮駅東団地

県営池内団地

県営花ヶ島東団地

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

8824.0

8106.0

6.5 〜

42.0

21.0 〜

257.0

旧延岡市北方

町南久保山

字石畳子42

68番２から

同市高野町

67番40まで

国道 2

18号

国道

8824.0

8106.0

6.5 〜

42.0

21.0 〜

257.0

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成21年３月30日延岡市舞野

町1624番３

から同市同

町1526番１

まで

国道 2

18号

国道

指定する

期日

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員
（メートル）

区 間路線名
道路の

種 類

平成21年

３月30日

90.061.0 〜

96.0

延岡市舞野

町1624番３

地先から同

市同町1526

番１地先ま

で

国道 2

18号

国道
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県営江南団地

県営住吉北団地

県営生目台東団地

県営生目台西団地

県営学園木花台団地

県営本郷南団地

県営生目台北団地

県営横小路団地

県営新川団地

県営光町団地

県営上田島団地

県営松小路Ａ団地

県営松小路Ｂ団地

県営松小路Ｃ団地

県営広瀬台団地

県営ひかりヶ丘Ｃ団地

県営原の坊団地

県営犬熊団地

県営向陽団地

２ 指定管理者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

社団法人宮崎県宅地建物取引業協会

会長 前 田 憲 昭

宮崎県宮崎市潮見町20番地１

株式会社マエムラ

代表取締役 前 村 幸 夫

宮崎県宮崎市新栄町11番地

株式会社クボタ住宅

代表取締役 久保田 和 人

宮崎県宮崎市大字恒久5068番地１

宮住商事株式会社

代表取締役 佐 多 孝 志

宮崎県宮崎市東大淀２丁目２番42号

株式会社共栄ハウス

代表取締役 境 田 良 二

宮崎県宮崎郡清武町大字船引 292番地１

成和産業株式会社

代表取締役 小土橋 幸 子

宮崎県宮崎市大淀４丁目３番２号

株式会社宮崎南不動産

代表取締役 曽 我 保

宮崎県宮崎市大淀３丁目５番６号

株式会社カンエイ

代表取締役 松 田 一 成

宮崎県宮崎市稗原町63番地１

３ 指定の期間

平成21年４月１日から平成24年３月31日まで

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第67条第１項第１号の規定

により、仁田尾土地改良区（宮崎市）が解散した。

平成21年３月26日

宮崎県知事 東国原 英 夫

病院局公営企業告示第１号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231条の２第６項の規定に

より、次のとおり指定代理納付者を指定した。

平成21年３月26日

宮崎県病院局長 甲 斐 景早文

１ 指定代理納付者の指定を受けた者

三菱ＵＦＪニコス株式会社 東京都文京区本郷３丁目33番５号

宮銀カード株式会社 宮崎市高千穂通２丁目５番32号

２ 指定代理納付者による代理納付を認めた債権

県立宮崎病院、県立延岡病院及び県立日南病院における宮崎県

立病院事業の設置等に関する条例（昭和41年条例第44号）第６条

に規定する料金等

３ 指定代理納付者による代理納付が行える期間

平成21年４月１日から平成22年３月31日まで

病院局公営企業告病院局公営企業告示示

正正 誤誤

平 成 十 九 年 三 月 三 十 日 付 け 県 公 報 （ 号 外 第 三 十 八 号 ） 中

ペ ー ジ

十 七
十 七

段
上

下

誤 正

公公 告告

「 学 長 副 学 長 学 生 部 長 付 属 図 書

看 護 大 学 館 長 事 務 局 長 事 務 局 次 長 総 務 を

課 長 」

「 学 長 副 学 長 学 生 部 長 附 属 図 書

看 護 大 学 館 長 事 務 局 長 事 務 局 次 長 総 務 を

課 長 」

「

学 長 副 学 長 学 生 部 長 付 属 図 書

看 護 大 学

館 長 事 務 局 長 総 務 課 長

に 、

」

「

学 長 副 学 長 学 生 部 長 附 属 図 書

看 護 大 学

館 長 事 務 局 長 総 務 課 長

に 、

」
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